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宮代町職員の給与に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） （勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ 第１２条、第１３条第２項及び第１４条に

規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料

の月額及びこれに対する地域手当の月額の合

計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの

勤務時間に５２を乗じたものから４月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における休日

（土曜日にあたる日を除く。）及び１２月２９

日から翌年の１月３日までの日（休日及び日

曜日又は土曜日に当たる日を除く。）の日数の

合計に７時間４５分（再任用短時間勤務職員

にあっては職員の勤務時間、休日及び休暇に

関する条例第２条第３項の規定により定めら

れたその者の勤務時間を、地方公務員の育児

休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第１０条

第１項に規定する育児短時間勤務をしている

職員及び育児休業法第１７条の規定による短

時間勤務をしている職員にあっては職員の勤

務時間、休日及び休暇に関する条例第２条第

２項の規定により定められたその者の勤務時

間を、育児休業法第１８条第１項に規定する

短時間勤務職員及び一般職の任期付職員の採

用等に関する条例（平成１７年宮代町条例第

３５号）第４条に規定する短時間勤務職員に

あっては職員の勤務時間、休日及び休暇に関

する条例第２条第４項の規定により定められ

たその者の勤務時間を、それぞれ５で除して

得た時間）を乗じて得た時間を減じたもので除

して得た額とする。 

２ 第１２条、第１３条第２項及び第１４条に

規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料

及び   これに対する地域手当の月額の合

計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの

勤務時間に５２を乗じたものから４月１日か

ら翌年の３月３１日までの間における休日

（土曜日にあたる日を除く。）及び１２月２９

日から翌年の１月３日までの日（休日及び日

曜日又は土曜日に当たる日を除く。）の日数の

合計に７時間４５分           

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

                    

    を乗じて得た時間を減じたもので除

して得た額とする。 

（期末手当） （期末手当） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１３０、１２

月に支給する場合には１００分の１２５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１３０                              

                                   を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「、６月に支給する場合には１

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の１３０」    
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００分の１３０、１２月に支給する場合には１

００分の１２５」とあるのは「１００分の７２．

５」とする。 

                    

       とあるのは「１００分の７２．

５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 
  
    

   宮代町職員の給与に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１２７．５                           

                                     を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１３０、１２

月に支給する場合には１００分の１２５を乗

じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じ

て得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３～６ （略） ３～６ （略） 
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宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 新旧対照表 

（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は

議会の解散により任期が終了した日現在）にお

いて議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員が受けるべき議員報酬月額及びそ

の議員報酬月額に１００分の１５を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合には１０

０分の２２５、１２月に支給する場合には１０

０分の２２０を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は

議会の解散により任期が終了した日現在）にお

いて議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員が受けるべき議員報酬月額及びそ

の議員報酬月額に１００分の１５を乗じて得

た額の合計額に１００分の２２５     

                    

      を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

 

宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 新旧対照表 

（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は

議会の解散により任期が終了した日現在）にお

いて議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員が受けるべき議員報酬月額及びそ

の議員報酬月額に１００分の１５を乗じて得

た額の合計額に１００分の２２２．５    

                    

      を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

（期末手当） 

第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は

議会の解散により任期が終了した日現在）にお

いて議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員が受けるべき議員報酬月額及びそ

の議員報酬月額に１００分の１５を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合には１０

０分の２２５、１２月に支給する場合には１０

０分の２２０を乗じて得た額に、基準日以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 
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町長及び副町長の給与等に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

には１００分の２２５、１２月に支給する場

合には１００分の２２０を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に１００分の２２５  

                    

           を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

 

町長及び副町長の給与等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に１００分の２２２．５

                    

           を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

には１００分の２２５、１２月に支給する場

合には１００分の２２０を乗じて得た額に、

基準日以前６箇月以内の期間におけるその者

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 
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教育委員会教育長の給与等に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に、６月に支

給する場合には１００分の２２５、１２月に

支給する場合には１００分の２２０を乗じて

得た額に、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００分の

２２５                                  

                               を乗じて

得た額に、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

 

教育委員会教育長の給与等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００分の

２２２．５                                

                              を乗じて

得た額に、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に、６月に支

給する場合には１００分の２２５、１２月に

支給する場合には１００分の２２０を乗じて

得た額に、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の在職期間の次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 
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一般職の任期付職員の採用等に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「６月に支給する場合には１００分の１３

０、１２月に支給する場合には１００分の１

２５」とあるのは「６月に支給する場合には１

００分の１７０、１２月に支給する場合には１

００分の１６５」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「１００分の１３０」         

                                   

      とあるのは「１００分の１７０」     

                                

        とする。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

 

一般職の任期付職員の採用等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「１００分の１３０」         

                                   

      とあるのは「１００分の１７０」     

                                

        とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「６月に支給する場合には１００分の１３

０、１２月に支給する場合には１００分の１

２５」とあるのは「６月に支給する場合には１

００分の１７０、１２月に支給する場合には１

００分の１６５」とする。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

議案第７３号関係資料 
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宮代町国民健康保険税条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（課税額） （課税額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者につき算定した所

得割額及び被保険者均等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が６３万円を超える

場合においては、基礎課税額は、６３万円と

する。 

２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条

第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属す

る国民健康保険の被保険者につき算定した所

得割額及び被保険者均等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が６１万円を超える

場合においては、基礎課税額は、６１万円と

する。 

３ （略） ３ （略） 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護

納付金課税被保険者である世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介

護納付金課税被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が１７万円を超える場合

においては、介護納付金課税額は、１７万円

とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護

納付金課税被保険者である世帯主（前条第２

項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介

護納付金課税被保険者につき算定した所得割

額並びに被保険者均等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が１６万円を超える場合

においては、介護納付金課税額は、１６万円

とする。 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当

該減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が１９万円を超

える場合には、１９万円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１７

万円を超える場合には、１７万円）の合算額

とする。 

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課

税額からアに掲げる額を減額して得た額（当

該減額して得た額が６１万円を超える場合に

は、６１万円）、同条第３項本文の後期高齢者

支援金等課税額からイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が１９万円を超

える場合には、１９万円）並びに同条第４項

本文の介護納付金課税額からウに掲げる額を

減額して得た額（当該減額して得た額が１６

万円を超える場合には、１６万円）の合算額

とする。 

（１）法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が４３万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康

保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に法第７

０３条の５に規定する総所得金額に係る所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８

条第１項に規定する給与所得について同条

第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の

（１）法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が３３万円  

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

議案第７４号関係資料 
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改   正   案 現       行 

収入金額が５５万円を超える者に限る。）を

いう。以下この号において同じ。）の数及び

公的年金等に係る所得を有する者（前年中

に法第７０３条の５に規定する総所得金額

に係る所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額の控除を受け

た者（年齢６５歳未満の者にあっては当該

公的年金等の収入金額が６０万円を超える

者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては

当該公的年金等の収入金額が１１０万円を

超える者に限る。）をいい、給与所得を有す

る者を除く。）の数の合計数（以下この条に

おいて「給与所得者等の数」という。）が２

以上の場合にあっては、４３万円に当該給

与所得者等の数から１を減じた数に１０万

円を乗じて得た金額を加算した金額）を超

えない世帯に係る納税義務者 

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                   

                 を超

えない世帯に係る納税義務者 

  ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

（２）法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が４３万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康

保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあ

っては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た

金額を加算した金額）に被保険者及び特定

同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第

８号の規定により被保険者の資格を喪失し

た者であって、当該資格を喪失した日の前

日以後継続して同一の世帯に属するものを

いう。以下同じ。）１人につき２８５，００

０円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

（２）法第７０３条の５に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が３３万円  

                   

                   

                   

                   

                   

          に被保険者及び特定

同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第

８号の規定により被保険者の資格を喪失し

た者であって、当該資格を喪失した日の前

日以後継続して同一の世帯に属するものを

いう。以下同じ。）１人につき２８５，００

０円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

  ア～ウ （略）   ア～ウ （略） 

（３）法第７０３条の５に規定する総所得金額 

  及び山林所得金額の合算額が、４３万円（納

税義務者並びにその世帯に属する国民健康

保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあ

っては、４３万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に１０万円を乗じて得た

金額を加算した金額）に被保険者及び特定

同一世帯所属者１人につき５２万円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（３）法第７０３条の５に規定する総所得金額 

  及び山林所得金額の合算額が、３３万円 

                   

                   

                   

                   

                   

          に被保険者及び特定

同一世帯所属者１人につき５２万円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義務者



9 

 

改   正   案 現       行 

（前２号に該当する者を除く。） （前２号に該当する者を除く。） 

  ア～ウ （略）   ア～ウ （略） 

   附 則    附 則 

１ （略） １ （略） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険

税の課税の特例） 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法       

      第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定

する公的年金等控除額（年齢６５歳以上であ

る者に係るものに限る。次項から附則第６項

までにおいて「特定公的年金等控除額」とい

う。）の控除を受けた場合における第２３条の

規定の適用については、同条中「法第７０３

条の５に規定する総所得金額」及び山林所得

金額とあるのは「法 第７０３条の５に規定

する総所得金額（所得税法第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得については、

同条第２項第１号の規定によって計算した金

額から１５万円を控除した金額によるものと

する。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」

とあるのは「１２５万円」とする。 

２ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国

民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯

所属者が、前年中に所得税法（昭和４０年法

律第３３号）第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得について同条第４項に規定

する公的年金等控除額（年齢６５歳以上であ

る者に係るものに限る。次項から附則第６項

までにおいて「特定公的年金等控除額」とい

う。）の控除を受けた場合における第２３条の

規定の適用については、同条中「法第７０３

条の５に規定する総所得金額」      

  とあるのは、「法第７０３条の５に規定

する総所得金額（所得税法第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得については、

同条第２項第１号の規定によって計算した金

額から１５万円を控除した金額によるものと

する。）」                

            とする。 
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所得税法等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

宮代町介護保険条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

附 則 附 則 

第１条～第５条 （略） 

 （延滞金の割合等の特例） 

第６条 当分の間、第１０条に規定する延滞金

の年１４．６パーセントの割合及び年７．３

パーセントの割合は、同条の規定にかかわら

ず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割

合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合

をいう。）に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この条において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合

には、その年              

            中においては、年

１４．６パーセントの割合にあってはその年

        における延滞金特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 

第７条～第９条 （略） 

第１条～第５条 （略） 

（延滞金の割合等の特例） 

第６条 当分の間、第１０条に規定する延滞金

の年１４．６パーセントの割合及び年７．３

パーセントの割合は、同条の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合 

     に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下この条において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合

には、その年（以下この条において「特例基

準割合適用年」という。）中においては、年

１４．６パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合適用年における特例基準割合に 

  年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該特例基準割合に   年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 

第７条～第９条 （略） 

 

 

 

 

議案第７５号関係資料 
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所得税法等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

宮代町農業集落排水事業の受益者分担金に関する条例 新旧対照表 

   （第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

附 則 附 則 

１ （略） 

２ 当分の間、第１０条に規定する延滞金の年

１４．６パーセントの割合及び年７．３パー

セントの割合は、同条の規定にかかわらず、

各年の延滞金特例基準割合（平均貸付割合（租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項に規定する平均貸付割合をい

う。）に年１パーセントの割合を加算した割

合をいう。以下この項において同じ。）が年

７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年                                  

                  中においては、年１４．

６パーセントの割合にあってはその年      

          における延滞金特例基準割合に年

７．３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７．３パーセントの割合にあっては当該延

滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を

加算した割合（当該加算した割合が年７．３

パーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とする。 

１ （略） 

２ 当分の間、第１０条に規定する延滞金の年

１４．６パーセントの割合及び年７．３パー

セントの割合は、同条の規定にかかわらず、

各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合      

      に年１パーセントの割合を加算した割

合をいう。以下この条において同じ。）が年

７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年（以下この項において「特例基準割合

適用年」という。）中においては、年１４．

６パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割合に     年

７．３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に      年１パーセントの割合を

加算した割合（当該加算した割合が年７．３

パーセントの割合を超える場合には、年７．

３パーセントの割合）とする。 
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所得税法等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

宮代町後期高齢者医療に関する条例 新旧対照表（第３条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

附 則 附 則 

第１条 （略） 

（延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第７条第１項に規定する延

滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、同条の規定にかかわ

らず、各年の延滞金特例基準割合（平均貸付

割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２

６号）第９３条第２項に規定する平均貸付割

合をいう。）に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この条において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合

には、その年                             

                     中においては、年

１４．６パーセントの割合にあってはその年

        における延滞金特例基準割

合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該延滞金特例基準割合に年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 

第１条 （略） 

（延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第７条第１項に規定する延

滞金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、同条の規定にかかわ

らず、各年の特例基準割合（当該年の前年に

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項の規定により告示された割合

          に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この条において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合

には、その年（以下この条において「特例基

準割合適用年」という。）中においては、年

１４．６パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合適用年における特例基準割合に 

  年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあって

は当該特例基準割合に     年１パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 
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宮代町手数料条例 新旧対照表 

（下線部が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（手数料の種類及び金額） （手数料の種類及び金額） 

第２条 町長は、次の各号に掲げる事務につき、

当該各号に掲げる手数料を徴収する。 

第２条 町長は、次の各号に掲げる事務につき、

当該各号に掲げる手数料を徴収する。 

（1）～（41） （略） （1）～（41） （略） 

（42）優良宅地造成認定の審査 別表第１に定

める金額 

（42）優良宅地造成認定の審査 １件につき 

８６，０００円 

（43）優良住宅新築認定の審査 別表第２に定

める金額 

（43）優良住宅新築認定の審査 

 ア 新築住宅の床面積の合計が１００平方

メートル以下のもの １件につき ６，

２００円 

 イ 新築住宅の床面積の合計が１００平方

メートルを超え５００平方メートル以下

のもの １件につき ８，６００円 

 ウ 新築住宅の床面積の合計が５００平方

メートルを超え２，０００平方メートル

以下のもの １件につき １３，０００

円 

 エ 新築住宅の床面積の合計が２，０００

平方メートルを超え１万平方メートル以

下のもの １件につき ３５，０００円 

 オ 新築住宅の床面積の合計が１万平方メ

ートルを超えるもの １件につき ４

３，０００円 

 （44）屋外広告物許可の審査 

 ア 広告塔 １平方メートル当たり ３５

０円 

 イ 広告板 １平方メートル当たり ３５

０円 

 ウ 紙製又は布製の立看板 １個につき 

１７０円 

 エ ウに掲げる以外の立看板 １個につき

 ３５０円 

 オ 掛看板 １個につき ７００円 

 カ 広告幕（のぼり、つり下げを含む。）

 １張につき ３５０円 

 キ 電柱、街灯柱その他電柱に類するもの

の利用広告（はり紙及びはり札を除く。）

 １個につき ３５０円 

 ク 標識利用広告 １個につき １７０円 

 ケ アドバルーン １個につき １，７５

議案第７６号関係資料 
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０円 

 コ アーチ利用広告 １基につき ３，５

００円 

 サ はり紙 ５０枚につき ３５０円 

 シ はり札 １０枚につき ３５０円 

 ス 自動車利用広告 広告宣伝用自動車を

利用するもの １台につき ２，０００

円 

 セ 自動車利用広告 その他のもの１台に

つき ８００円 

（44）開発行為許可申請に対する審査  

ア 主として自己の居住の用に供する住宅

の建築の用に供する目的で行う開発行為

 別表第３に定める金額 

 

  イ 主として住宅以外の建築物で自己の業

務の用に供するものの建築又は自己の業

務の用に供する特定工作物の建設の用に

供する目的で行う開発行為 別表第４に

定める金額 

 

  ウ ア及びイ以外の開発行為 別表第５に

定める金額 

 

（45）開発行為変更許可申請に対する審査 別

表第６に定める金額 

 

（46）市街化調整区域のうち開発許可を受けた

土地以外の土地における建築等許可申請に

対する審査 別表第７に定める金額 

 

（47）開発許可を受けた地位の承継の承認申請

に対する審査 別表第８に定める金額 

 

（48）市街化調整区域内等における建築物の特

例許可申請に対する審査 １件につき ４

８，０００円 

 

（49）予定建築物等以外の建築等許可申請に対

する審査 １件につき ２７，０００円 

 

（50）開発登録簿の写しの交付 用紙１枚につ

き ５２０円 

 

（51）開発行為又は建築等に関する証明書の交

付 １件につき ６，４００円 

 

（52）屋外広告物許可の審査 別表第９に定め

る金額 

 

（53）その他の証明書の交付 １件につき ３

００円 

（45）その他の証明書の交付 １件につき ３

００円 

２ （略） ２ （略） 

   附 則  
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１及び２ （略）     
別表第１（第２条第４２号関係） 
優良宅地造成認定の審査 

 
審査の対象 

手数料の金額 

（１件につき） 

１ 造成宅地の面積が０．１ヘクタール

未満のもの 

８６，０００円 

２ 造成宅地の面積が０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタール未満のもの 

１３０，０００円 

３ 造成宅地の面積が０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタール未満のもの 

１９０，０００円 

４ 造成宅地の面積が０．６ヘクタール

以上１ヘクタール未満のもの 

２６０，０００円 

５ 造成宅地の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のもの 

３９０，０００円 

６ 造成宅地の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のもの 

５１０，０００円 

７ 造成宅地の面積が６ヘクタール以

上１０ヘクタール未満のもの 

６６０，０００円 

８ 造成宅地の面積が１０ヘクタール

以上のもの 

８７０，０００円 

 

 

  

別表第２（第２条第４３号関係） 
優良住宅新築認定の審査 
 

審査の対象 
手数料の金額 

（１件につき） 

１ 新築住宅の床面積の合計が１００

平方メートル以下のもの 

６，２００円 

２ 新築住宅の床面積の合計が１００

平方メートルを超え５００平方メ

ートル以下のもの 

８，６００円 

３ 新築住宅の床面積の合計が５００

平方メートルを超え２，０００平方

メートル以下のもの 

１３，０００円 

４ 新築住宅の床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え１万平方メ

ートル以下のもの 

３５，０００円 

５ 新築住宅の床面積の合計が１万平

方メートルを超え５万平方メート

ル以下のもの 

４３，０００円 

６ 新築住宅の床面積の合計が５万平

方メートルを超えるもの 

５８，０００円 

 

 

  

別表第３（第２条第４４号ア関係） 
開発行為許可申請に対する審査 
（主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目

的で行う開発行為） 

 
審査の対象 

手数料の金額 

（１件につき） 

１ 開発区域の面積が０．１ヘクタール

未満のもの 

９，１００円 

２ 開発区域の面積が０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタール未満のもの 

２３，０００円 

３ 開発区域の面積が０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタール未満のもの 

４５，０００円 

４ 開発区域の面積が０．６ヘクタール

以上１ヘクタール未満のもの 

８９，０００円 
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５ 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のもの 

１３５，０００円 

６ 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のもの 

１８０，０００円 

７ 開発区域の面積が６ヘクタール以

上１０ヘクタール未満のもの 

２３０，０００円 

８ 開発区域の面積が１０ヘクタール

以上のもの 

３２０，０００円 

 

  
別表第４（第２条第４４号イ関係） 
開発行為許可申請に対する審査 
（主として住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの

建築又は自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供す

る目的で行う開発行為） 

 
審査の対象 

手数料の金額 

（１件につき） 

１ 開発区域の面積が０．１ヘクタール

未満のもの 

１４，０００円 

２ 開発区域の面積が０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタール未満のもの 

３２，０００円 

３ 開発区域の面積が０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタール未満のもの 

６８，０００円 

４ 開発区域の面積が０．６ヘクタール

以上１ヘクタール未満のもの 

１２５，０００円 

５ 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のもの 

２１０，０００円 

６ 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のもの 

２８０，０００円 

７ 開発区域の面積が６ヘクタール以

上１０ヘクタール未満のもの 

３６０，０００円 

８ 開発区域の面積が１０ヘクタール

以上のもの 

５１０，０００円 

 

 

  
別表第５（第２条第４４号ウ関係） 
開発行為許可申請に対する審査 
（第２条第４４号ア及びイ以外の開発行為） 

 
審査の対象 

手数料の金額 

（１件につき） 

１ 開発区域の面積が０．１ヘクタール

未満のもの 

９１，０００円 

２ 開発区域の面積が０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタール未満のもの 

１４０，０００円 

３ 開発区域の面積が０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタール未満のもの 

２００，０００円 

４ 開発区域の面積が０．６ヘクタール

以上１ヘクタール未満のもの 

２８０，０００円 

５ 開発区域の面積が１ヘクタール以

上３ヘクタール未満のもの 

４２０，０００円 

６ 開発区域の面積が３ヘクタール以

上６ヘクタール未満のもの 

５５０，０００円 

７ 開発区域の面積が６ヘクタール以

上１０ヘクタール未満のもの 

７１０，０００円 

８ 開発区域の面積が１０ヘクタール

以上のもの 

９３０，０００円 

 

 

  
別表第６（第２条第４５号関係） 
開発行為変更許可申請に対する審査 
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審査の対象 

手数料の金額 

（１件につき） 

１ ア 開発行為

に関する設

計の変更（イ

のみに該当

する場合を

除く。） 

開発区域の面積（イ

に規定する変更を

伴う場合にあって

は変更前の開発面

積、開発区域の縮小

を伴う場合にあっ

ては縮小後の開発

区域の面積）に応じ

第２条第４４号に

定める手数料の金

額の１０分の１を

乗じて得た金額 

該当する変更に

係る手数料の金

額の合計額が９

３０，０００円を

超えるときは、９

３０，０００円と

する。 

２ イ 新たな土

地の開発区

域への編入

に係る都市

計画法第３

０条第１項

第１号から

第４号まで

に掲げる事

項の変更 

新たに編入される

開発区域の面積に

応じ第２条第４４

号に定める手数料

の金額 

３ ウ ア及びイ

以外の変更 

１０，５００円 

 

  
別表７（第２条第４６号関係） 
市街化調整区域のうち開発許可を受けた土地以外

の土地における建築等許可申請に対する審査 
 

審査の対象 
手数料の金額 

（１件につき） 

１ 敷地面積が０．１ヘクタール未満のもの ７，１００円 

２ 敷地面積が０．１ヘクタール以上０．

３ヘクタール未満のもの 

１９，０００円 

３ 敷地面積が０．３ヘクタール以上０．

６ヘクタール未満のもの 

４２，０００円 

４ 敷地面積が０．６ヘクタール以上１ヘ

クタール未満のもの 

７４，０００円 

５ 敷地面積が１ヘクタール以上のもの １０７，０００円 
 

 

  

別表第８（第２条第４７号関係） 
開発許可を受けた地位の承継の承認申請に対する

審査 
 

審査の対象 
手数料の金額 

（１件につき） 

１ ア 承認申請をする者が行おうとす

る開発行為が、次のいずれかに該当

するもの 

（ア）主として自己の居住の用に供す

る住宅の建築の用に供する目的

で行うもの 

１，８００円 

 （イ）主として住宅以外の建築物で自

己の業務の用に供する建築物の

建築の用に供する目的で行うも

のであって、開発区域の面積が１

ヘクタール未満のもの 
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 （ウ）主として自己の業務の用に供す

る特定工作物の建設の用に供する

目的で行うものであって、開発区域

の面積が１ヘクタール未満のもの 

 

２ イ 承認申請をする者が行おうとす

る開発行為が、次のいずれかに該当

するもの 

（ア）主として住宅以外の建築物で自

己の業務の用に供する建築物の

建築の用に供する目的で行うも

のであって、開発区域の面積が１

ヘクタール以上のもの 

（イ）主として自己の業務の用に供す

る特定工作物の建設の用に供する

目的で行うものであって、開発区域

の面積が１ヘクタール以上のもの 

２，９００円 

３ ウ 承認申請をする者が行おうとす

る開発行為が、ア及びイ以外のもの 

１８，０００円 

 

  

別表第９（第２条第５２号関係） 
屋外広告物許可の審査 
 審査の対象 手数料の金額 

１ 広告塔 １平方メートル

当たり 

３５０円 

２ 広告板 １平方メートル

当たり 

３５０円 

３ 紙製又は布製の立看

板 

１個につき １７０円 

４ 紙製又は布製以外の

立看板 

１個につき ３５０円 

５ 掛看板 １個につき ７００円 

６ 広告幕（のぼり、つ

り下げを含む。） 

１張につき ３５０円 

７ 電柱、街灯柱その他

電柱に類するものの

利用広告（はり紙及

びはり札を除く。） 

１個につき ３５０円 

８ 標識利用広告 １個につき １７０円 

９ アドバルーン １個につき １，７５０円 

10 アーチ利用広告 １基につき ３，５００円 

11 はり紙 ５０枚につき ３５０円 

12 はり札 １０枚につき ３５０円 

13 自動

車利

用広

告 

広告宣伝用

自動車を利

用するもの 

１台につき ２，０００円 

その他のも

の 

１台につき ８００円 

 

 

 


